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①二，令 69 ②〜⑤，規 22 の 3 ①）。
したがって，あらかじめ支給額や支給時期が確定しているものについては，毎月の定期





件を満たす利益連動給与を支給する場合に限る。）をいう（法 34 ①三，令 69 ⑥〜⑩，規









































当該会計期間開始の日から 5 月を経過する日）後である場合には当該 4 月（5 月）を経過
する日）までに，所定の事項（事前確定届出給与対象者，支給時期及び支給金額等）を記
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おいて支給される額を超える部分の金額（旧基通 9 － 2 － 13 ただし書）
③	　定期の給与を受けている者が，このほかに盆，暮に支給される給与（旧基通 9 － 2 －
14）
このように役員賞与が損金の額に算入されない理由は，役員賞与は，利益獲得の功労に対
3）	 	　本節は，役員給与の制度改正を担当した財務省職員の講演内容（小原昇・佐々木浩「平成 18 年度税制改





































































5）	 	　企業会計基準委員会『役員賞与の会計処理に関する当面の取扱い（実務対応報告第 13 号）』1 頁（平
16.3.9）
	 https://www.asb.or.jp/asb/asb_ j/documents/docs/bonus/bonus.pdf






































































が選任された請求人の定時株主総会の開催された平成 18 年 6 月○日と認められる。











そして，現に，①年俸通知書には期末（平成 19 年 3 月 31 日）に支給する旨記載されてい
るものの，②実際の支給時期は，平成 19 年 4 月 25 日の報酬査定を受けて e 社長による承認
がなされた後の同年 5 月 1 日であり，③請求人が提出した本件届出書に記載された本件届出
役員に対する支給時期は，平成 19 年 6 月 29 日であるなど，支給時期についての定めが不明
確なままであったというべきであり，本件届出役員がその職務の執行を開始する日（平成














にも該当せず，本件届出役員給与は，平成 20 年 3 月期の損金の額に算入することはできない
としており，いずれも妥当な判断であるといえよう。
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